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国 都 公 景 第 １ ０ ９ 号

平成２２年１２月１７日

北海道開発局 事業振興部長 殿

各 地 方 整 備 局 建 政 部 長 殿

沖縄総合事務局 開発建設部長 殿

都市・地域整備局 公園緑地・景観課長

新規事業採択時評価及び再評価における事業費内訳について（通知）

国営公園事業における新規事業採択時評価及び再評価の費用対効果分析に係

る事業費については、原則として別紙により内訳を作成されたい。なお、再評

価においては、残事業費分を明確にするよう留意されたい。



別 紙

事業評価における事業費の内訳の提示について

■ 整備に係る事業費の内訳

○基本的方針

・整備に係る内訳表については、公園や地域の特性等に応じて、区分別、エリア別、
整備済・未整備別（再評価のみ）に整理するものとし、新規採択時評価において
は別添１、再評価においては別添２を標準とする。

○具体的記載方法

・区分
工事費、用地費、補償費、その他経費（整備にかかる事業費のうち工事費、用地
費及び補償費を除く費用）に区分して記載する。

・ゾーン・地区名
公園基本計画等に位置づけられたゾーン・地区名を記載する。用地費、補償費及
びその他経費については、記載は不要である。

・エリア・施設名
公園基本計画等に位置づけられたエリア・施設名を記載する。なお、本欄には原
則としてエリア名を記載するものとし、施設が一つのエリアに匹敵する規模・事
業費を有する場合に限り施設名を記載するものとする。用地費、補償費及びその
他経費については、記載は不要である。

・単位、規模（面積）
当該ゾーン・地区、エリア・施設の規模又は面積について、できる限り具体的か
つ詳細に記載する。

・事業費
当該ゾーン・地区、エリア・施設の事業費について、新規採択時評価においては
公園基本計画等に位置づけられた総額、再評価においては公園基本計画等に位置
づけられた総額及び事業評価年度以降の残事業費を百万円単位で記載する。なお、
算出根拠については適切に整理しておくこと。また、総事業費、エリア毎の事業
費の総額については、事業費の執行状況を踏まえて、再評価毎に適宜見直すこと。

・主な整備内容
当該ゾーン・地区、エリア・施設内の主な公園施設について、新規採択時評価に
おいては整備予定のものを記載し、再評価においては事業評価年度までに整備済
みのもの、事業評価年度以降に整備予定のものに区分して記載する。なお、でき
る限り数量を記載すること。

■ 維持管理に係る事業費の内訳

○基本的方針

・維持管理に係る内訳表については、新規採択時評価においては別添１、再評価に
おいては別添２を標準とする。

○具体的記載方法

・計画面積
当該公園の計画面積を、ｈａ単位で記載する。

・事業費
新規採択時評価においては部分供用開始年度から事業評価対象最終年度までの維
持管理費の合計額を記載し、再評価においては部分供用開始年度から事業評価対
象最終年度までの維持管理費の合計額と、そのうち事業評価年度以降に係る金額
を、百万円単位で記載する。なお、算出根拠は適切に整理しておくこと。

・主な維持管理内容
主な維持管理内容を記載する。



（別添１）
＜新規採択時評価用＞

● 整備に係る事業費の内訳

ゾーン・
地区名

エリア・施設名 単位 規模（面積） 事業費（百万円） 主な整備内容

● 維持管理に係る事業費の内訳

単位 計画面積 事業費（百万円） 主な維持管理内容区分

維持管理費

区分

用地費及補償費

用地費

補償費

その他経費

全体事業費

工事費



（別添２）
＜再評価用＞

● 整備に係る事業費の内訳

総額 うち未整備分 整備済 未整備

● 維持管理に係る事業費の内訳

合計額 うち事業評価年度以降

主な整備内容

工事費

区分
ゾーン・
地区名

エリア・施設名 単位 規模（面積）
事業費（百万円）

用地費及補償費

用地費

補償費

その他経費

維持管理費

区分 単位 計画面積
事業費（百万円）

主な維持管理内容

全体事業費


